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発行 ２０．３．２４ 
 
      ＪＲ東労組 業務部 

・採用市場が厳しい中、テンポラリースタッフを確保するための観点での見直しである。 
・テンポラリースタッフの業務のフィールドを拡大する提案ではない。 
・テンポラリースタッフの考え方が変わるものではない。 

・５月に労働時間を管理する管理者を対象にした学習会を４回開催していく。全社員教育
はその後、各工事区で７月導入前に順次行う。 

・フレックスタイム制に第２種特別休日制を適用させ、前年度２月２５日までに年間の労
働日、公休日、特別休日、労働日の休憩時間の配置を指定しなければいけないが、第２
種特別休日制をとる場合は今まで通りの前々月の勤務発表で指定する。 

 

【組合】現場事務職はフレックスタイム制を導入しやすい。妊娠中の勤務者も指定するこ
とで、柔軟な働き方になる。 

【会社】事務職で見れば、事務職がフレックスで居ないことで申請が遅れたり、事務職や
内勤だけが対象となることで、不公平感が生じてはいけない。 

 
・現業機関におけるフレックスタイム制導入後に、フレックスタイム制の趣旨である、労
働時間と生活のバランスの改善や労働時間の管理などを見ていく。 

 
 

【組合】工事立会と言っても、箇所や工事内容、夜間作業における個人の役割などは一定
ではないので、労働実績に基づいて支給するべきだ。 

【会社】フレックスタイム制では、個人が始終業時刻を決定する。勤務の内容も個人の業
務に違いがある。実績によって支給する判断にはならない。 

 
・コアタイムは拘束される時間となるので深夜早朝勤務手当は支給する。 
・コアタイムを幾つも設定して複雑になるとは想定していない。一定のパターンに絞 
られていくと考えている。 

・夜間作業については、従事する必要のある時間をコアタイムに指定する。 
・勤務指定日に翌月のコアタイムを指定する。 
 

制度改革と業務改革は両輪であり、働きがい向上と働き方改革のサイクルがま

わることが重要であると示されました。今後は、働きがいの向上に資するものとなっ

ているか、各種休暇制度の改正や、高度プロフェッショナル制度、フレックスタイム制

度について交渉経過を踏まえて、実態把握と検証運動を職場から創り出そう！ 


